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　新年あけましておめ
でとうございます。
　会員皆様におかれま
してはよき新年を迎え
られたこととお慶び申
しあげます。
　私、平成30年度定期
総会において皆様から
のご信任を賜り会長に

ご推挙いただきました。
　当協会も一昨年創立50周年の節目を迎え昨年一
年が新たな歴史のスタートであると捉え、円滑な
事業活動の遂行と合わせ、業務体制の再評価等も
検討し、この一年が法人運営の軌範と成り得るよ
う取組んでまいったところです。
　会員皆様におかれましても、法人運営に対しご
忌憚のないご意見等を頂ければと存じます。
　さて、昨年度景気回復やインバウンドの増加に
伴い地方都市においても地価の上昇傾向が見られ
ており、このことに関しては非常に喜ばしいこと
と捉えています。
　しかしながら、本年10月には消費税の増税が予
定されており、その対策として、駆け込み需要や
反動減の平準化に向け、我々業界としても住宅購
入支援策の実施、各種税制上の優遇を実現すべく
要望活動を行っているところです。

　また、少子高齢化による問題が労働力の低下等
を含め顕在化しておりますが、業界においても空
き家、空き室に対する議論がなされ、行政とも連
携し各種施策を展開中ですので引き続きご支援、
ご協力をお願いいたします。
　既存住宅に対し消費者が持つ潜在的なイメージ
を払拭する意味からも、インスペクション、安心
R住宅制度への対応等を行っておりますのでご活
用いただければと存じます。
　今後は、消費者に対し安心と信頼が得られる情
報を積極的に開示することにより、透明性のある
業界の構築を図り、経済活動の活性化に向け邁進
していこうと考えておりますので本年も変わらず
ご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

　最後になりましたが、会員皆様にとって本年が
素晴らしい年であり、益々ご発展されますことを
ご祈念申し上げ年頭のご挨拶とさせていただきま
す。

2019年　年頭の挨拶
会 長 大 谷 雅 昭（公社）香川県宅地建物取引業協会
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　明けましておめでと
うございます。
　公益社団法人香川県
宅地建物取引業協会に
おかれましては、公正
で円滑な不動産取引の
推進はもとより、不動
産に関する無料相談会
や不動産業開業支援セ

ミナーの開催など、消費者の利益の保護と業界の
健全な発展に向けた様々な活動を通して、地域社
会の発展に大きく貢献されており、深く敬意を表
します。
　また、移住希望者のための住まいの総合的な相
談窓口「住まいのコンシェルジュ」の開設や、住
宅確保要配慮者の住宅確保に向けた新たな住宅セ
ーフティネット制度の普及促進など、県政の各般
にわたり、格別のご理解とご協力をいただいてお
り、厚くお礼を申し上げます。
　現在、人口減少、少子化、超高齢化に加え、グ
ローバル化の一層の進展やAIに代表される技術
の革新など、内外の情勢が著しく急速に変化す
る中、本県では、「信頼・安心の香川」、「成長す
る香川」、「笑顔で暮らせる香川」の３つの基本方
針のもと、地震から渇水まで災害に耐えられる県
土づくりや人口減少の克服、地域活力の向上など、
各種施策を展開しています。
　なかでも、「信頼・安心の香川」では、南海ト
ラフ地震等の大規模災害への備えが重要な課題と
なっていることから、これまでの住宅の耐震診断
や耐震改修に対する補助に加え、今年度から新た
に「香川県住宅耐震ポータルサイト」を開設し、

耐震化に関する様々な情報を発信するとともに、
工期が短く安価な「低コスト工法」による耐震化
工事のモデル事業を実施するなど、住宅のより一
層の耐震化の促進に努めているところです。
　皆様方には、今後とも、良質な住宅の供給と公
正で円滑な不動産の流通を通じて、県民の皆様の
安全で快適な暮らしづくりに一層のお力添えをい
ただきますようお願いいたします。
　ところで、本県の交通死亡事故は減少傾向にあ
るものの、昨年も多くの尊い命が交通事故により
奪われました。皆様方には、交通ルールの厳守と
交通マナーの確実な実践に努めていただきますよ
うお願いいたします。
　本年が、明るく希望に満ちた年になるよう念願
いたしますとともに、香川県宅地建物取引業協会
のますますのご発展と、皆様方のご健勝、ご多幸
をお祈りいたします。

新しい年を迎えて
香川県知事 浜 田 恵 造

　　　　　　2 0 1 9　迎　　春　　　　　　　事　務　局　　　　　　
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　平成30年11月15日㈭午後１時30分より、香川県

不動産会館３階会議室において、平成30年度第４

回理事会が開催された。

理事総数　38名　　出席理事数　36名

監事総数　４名　　出席監事数　３名

　古家総務・財務副委員長の司会により定足数の

報告に基づき本会の成立を告げ開会。

　大谷会長が議長に就任し、規約により議事録署

　平成30年11月28日㈬午後１時30分より香川県不

動産会館３階大会議室において、平成30年度第２

回新規開業予定者支援セミナーが開催された。

セミナー課目

１　「不動産業界の現状と今後の展望」

不動産鑑定士　松岡良幸　氏

２　創業資金等融資のご案内

日本政策金融公庫高松支店　萩森学治　氏

３　現役不動産業者の体験談

　三観地区　㈱高橋総合不動産　高橋尚史　氏

４　宅地建物取引業開業までの流れ（宅地建物取引業とは） 

　　（公社）香川県宅地建物取引業協会

　　総務・財務委員会 委員　　喜久山知哉

委員　　出口　恵一

５　質疑（個別相談）

名人は会長及び出席監事とし、議事録作成者を事

務局と告げ議案審議に入った。

議　題

໐ 宅建協会

　【報告事項】

　１　全宅連等中央報告

　２　入会審査開催報告

　３　各委員会報告

　【承認事項】

　１　平成30年度中間決算報告について

　２　特別委員会の編成について

　３　宅地建物取引士法定講習の拡充について

　４　不動産無料相談所開設場所の変更について

໐ 保証協会

　【承認事項】

　１　平成30年度中間決算報告について

　２　その他

冒頭あいさつをする吉田孝一総務・財務委員長

平成30年度　第4回理事会議事録抜粋

平成30年度  第2回新規開業予定者支援セミナー開催

平成30年度　第4回理事会議事録抜粋
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　平成30年11月11日㈰大阪難波御堂筋ホールで香

川県移住フェアが開催された。

　当協会からも住生活の相談に対応するため、総

務・財務委員会（吉田孝一委員長）より吉田委員

長と古家副委員長が相談員として対応にあたった。

　当協会では、香川県と協定を締結し、「住まい

のコンシェルジュ」と題し、香川県への移住を希

望している方の住まいの総合相談窓口を設置して

いる。

　今回も、この事業の一環で、難波御堂筋ホール

に訪れた来場者は、香川県の魅力や生活の利便性

など、住まいにまつわるいろいろな相談を相談員

に対し行っていた。

　平成30年11月10日㈯香川県立文書館にて、第２

回目となる香川県空き家対策セミナーが開催され

た。

　セミナーでは講演会のほかに個別相談会が開か

れ、当協会からは相談・苦情処理委員会（岡崎進

委員長）から、喜多副委員長、久米井相談所長、

大西相談所長、豊島相談所長の４名を相談員とし

て派遣し、空き家に関する相談対応を行った。

　空き家に関しては大きな社会問題となっており、

当日も、訪れた相談者は老朽化した空き家等に関

しての利活用について、熱心に相談に耳を傾けて

いた。

香川県移住フェアin大阪　開催

第２回香川県空き家対策セミナー相談会に参加協力

住生活の相談に対応する総務・財務委員会
吉田委員長（写真右）　古家副委員長（写真左）

写真左から１番目が大西相談所長
左から３番目が久米井相談所長

写真右から喜多相談・苦情処理副委員長・豊島相談所長

香川県移住フェアin大阪　開催
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　11月22日㈭香川県不動産会館にて相談・苦情処

理委員会（岡崎進委員長）による無料相談員研修

会が開催された。

　研修会には講師として㈱エンゴシステム代表取

締役　援川聡氏を招聘し、「お客様への誠意ある

初期対応からはじめる苦情対策」と題し、講演を

頂いた。

　秋の褒章において永年の功績が認められ、当協

会相談役の横井秀憲氏が黄綬褒章の受章の栄に浴

された。

　横井氏は、丸亀支部長や副会長を歴任し、現在

は相談役に就任頂いている。

　なお、黄綬褒章の伝達式は、11月14日に国土交

通省で執り行われた。

　昨今の無料相談所へ持ち込まれる案件にはクレ
ーム的な内容も多く、相談員がいかに冷静かつ真
摯な対応で相談を受けることによって、相談者の
気持ちを静め、納得頂くことでトラブルを未然に
防ぐケースも多い。
　今回は、このような適切な応対方法について研
修を行った。

無料相談所相談員研修会開催

横井秀憲相談役が黄綬褒章を受章

無料相談所相談員研修会開催
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　10月９日㈫香川県不動産会館にて、香川県土木

部住宅課担当官と当協会相談・苦情処理委員会正

副委員長・相談所長による研修会並びに意見交換

会が開催された。

　会議では消費者から寄せられる相談案件に対し、

適正な回答につとめるため活発な意見交換が行わ

れた。

　このたび、入会促進事業の一環として、高松中

央インターチェンジ北へ1kmほどの県道中徳三谷

高松線（43号線）沿いに看板を設置した。設置場

所は、交通量も多く、県内外の遠方から中央イン

ターを利用し高松市内中心部へ向かう方々に目を

引き、入会促進とあわせて、協会PRにも一役か

っている。

　10月21日、平成30年度の宅地建物取引士資格試
験が実施された。
　結果は以下のとおりである。
○試 験 日　平成30年10月21日㈰
○結果内訳

全 国 香 川 県
申 込 者 数 265,444名 1,415名
受 験 者 数 213,993名 1,157名
受 験 率 80.6％ 81.8％
合 格 者 数 33,360名 185名
合 格 率 15.6％ 16.0％

○合否判定基準
　50問中37問以上正解した者
　（登録講習修了者は45問中32問以上正解した者）

　平成30年度の不動産コンサルティング技能試験
が11月11日に実施された。
　結果は以下のとおりである。
○試 験 日　平成30年11月11日㈰
○結果内訳

全 国 高 松
受験予定者数 1,713名 44名
受 験 者 数 1,393名 32名
受 験 率 82.3％ 72.7％

○合格発表
　平成31年１月11日㈮

不動産相談業務にかかる相談案件等に
関する研修会並びに意見交換会開催 入会促進用看板設置

平成30年度
宅地建物取引士資格試験結果

平成30年度
不動産コンサルティング技能試験結果

不動産相談業務にかかる相談案件等に関する研修会並びに意見交換会開催
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前回までの誌上研修では、香川県における外国人住民の現状と課題、多文化共生の理念や支援のための
考え方に触れてきました。これまで見てきたように、香川県における外国人住民の数は増えており、宅地
建物取引業を営むうえでも、外国人と触れ合うことが多くなってきているように思われます。
そこで、３回目となる今回は、宅地建物取引業者の社会的責務と外国人の人権との関わり、また人権に
配慮した不動産取引など、我々にとって最も関係の深い項目について、考えてみたいと思います。

■ 宅地建物取引業と外国人の人権

宅地建物取引業者の社会的責務

宅地建物取引業者は、憲法で保障された「居住・移転の自由」に関わる重要な業務に従事しています。
すなわち、我々は「衣食住」のうちの「住」の部分に関わる公共性の高い業務に従事しており、他の業
種以上に高い社会的責務を負っていると言えます。
また、宅地建物取引業は、顧客や地域の方など多くの人々からの信頼や理解を得ることで、事業として
成り立っています。我々が、宅地建物取引業者としての適正な業務の運営と取引の公正の確保という社会
的責務を果たしていくためには、人権問題について十分に理解することが求められています。勿論、外国
人の人権についても、配慮していかなければなりません。

日本国憲法第22条第１項
　何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。

国土交通省通知

国が定めた包括的な指針である「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」（いわゆるガイドライン）
においても、「その他の留意すべき事項」の一つとして、「宅地建物取引業者の社会的責務に関する意識
の向上について」が定められているところですが、これに関する通知が、平成29年に国土交通省から、業
界団体に向けて発出されていることは、皆さんの記憶にも新しいことではないでしょうか。

不動産業に関わる事業者の社会的責務に関する意識の向上について
平成29年9月14日付国土動指第35号

～（略）～　同年６月に、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組についての
基本的施策等を定め推進することを目的とする、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向
けた取組の推進に関する法律（平成28年法律第68号）～（略）～　が施行されたところである。
宅地建物取引業をはじめとする不動産業に係る人権問題の最近の状況を見ると、不動産業界におい
て人権問題に対する意識の向上に向けた各種の取組が行われる一方、未だ一部において人権の尊重の
観点から不適切な事象が見受けられる。
不動産業は、住生活の向上等に寄与するという重要な社会的責務を担っていること及び人権問題の
早期解決は国民的課題であることから、基本的人権の尊重、特にあらゆる差別の解消に関する教育・
啓発が重要であることにかんがみ、同和地区、在日外国人、障害者、高齢者等をめぐる人権問題に対
する意識の向上を図るため不動産業界として不断の努力が求められる。　～（略）～

第３回 宅地建物取引業者の社会的責務と外国人の人権

誌上研修　シリーズ「外国人の人権と多文化共生社会」



8 98 9

■ 人権に配慮した不動産取引

差別的取扱いの具体例

【ケース１】家主さんから、「外国人であること」を理由にアパートへの入居を拒否された。
入居申し込み者が外国人であるという理由だけで入居を断ることは、差別行為にあたります。
外国人であるといった、契約の履行に直接関係のない事がらを理由として入居を拒否する行為は差別で

あり、重大な人権侵害になります。
どこの国の人であっても、お互いの「居住・移転の自由」は尊重されなければなりません。

【ケース２】家主さんから、「以前トラブルがあったから、外国人には貸さない」と言われた。
これまでの個別的なトラブル経験や他人からの伝聞等をもって、差別を正当化したり普遍化したりする

ことは問題行為であり、予断や偏見に基づいた差別は、人の心を傷つけます。
育った国が違えば、生活習慣や文化が違っているのは当たり前のことです。お互いについて、正しく理

解し合うよう努めることが大切です。

業界での取組み

＜人権に配慮した賃貸住宅の仲介業務＞

【その１】入居申込書の本籍欄の廃止
本籍の記入を求めることは、部落差別につながったり、本籍のない在日外国人に対する差別を助長した

りすることにもなります。
このような差別につながるおそれのある本籍の記述はなくしましょう。

【その２】家主への啓発
家主から信頼を得て営業している宅地建物取引業者だからこそ、入居差別をなくすために、障害者、高

齢者、外国人、ひとり親家庭であることなどを理由に入居を拒否しないよう、家主に対して理解を求める
ように努めましょう。

最終回となる次回では、多文化共生社会の実現に向けての世界の動きや身近なところでの取組みなどを
紹介し、我々が今後どのような未来を迎えようとしているのかをまとめてみたいと思います。

Question 　外国人の民間賃貸住宅への円滑な入居のために、何か参考となる資料はありますか？

Answer 　国土交通省のHPにʮ֎ࠃਓͷຽؒ௞ିॅ୐ೖډԁ׈ԽΨイυラインɹฏ੒��೥݄̏൛ʯ
が掲載されています。
　これは、国土交通省が、新たな住宅セーフティネット制度の創設、民法改正や賃貸
市場の契約の変化等を踏まえ、Q＆Aの形で実務の対応をまとめたものであり、賃貸人、
仲介業者・管理会社のための実務対応マニュアルとなっています。
　また、日本語、英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語の６か国語で作
成された、「各種チェックシート」などのࢿྉや「入居申込書」、「重要事項説明書」な
どのܖ໿ॻ౳ݟຊも併せて掲載されていますので、参考としてください。

～ちょっと教えて【Q＆A】～

誌上研修　シリーズ「外国人の人権と多文化共生社会」
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医療費の領収書などの添付を省略することが
できます（法定申告期限から５年間、税務署か
ら書類の提出又は提示を求められることがあ
ります。）。

　・還付金を早く受け取ることができます。
　・ 所得税の確定申告期間中は24時間いつでも利
用可能です。

　・ 自動計算機能等により容易で正確に申告書を
作成することができます。

⑵　納税証明書のオンライン請求
　 　自宅からe-Taxを利用して納税証明書のオンラ
イン請求を行い、税務署窓口において書面で受
け取る場合は、書面による請求よりも手数料が
安く（１税目、１年度　１枚370円（通常400円））、
窓口での待ち時間が短いといったメリットがあ
りますので、ぜひご利用ください。
　 　なお、税務署窓口で納税証明書をお渡しする
際に本人確認をさせていただきます。
　 　詳しくはe-Taxホームページをご覧ください。
　 e-Taxホームページアドレス
　【http://www.e-tax.nta.go.jp】

４　�平成30年分所得税及び復興特別所得税、
個人事業者の方の消費税及び地方消費税
並びに贈与税の確定申告について

⑴　申告・納付について
　 　所得税及び復興特別所得税並びに贈与税の確
定申告・納付の期限は、ฏ੒��೥݄̏��೔ 、
個人事業者の方の消費税及び地方消費税の確定
申告・納付の期限は、ฏ੒��೥݄̐̍೔ となっ
ております。
　 　なお、確定申告会場の設置は、ฏ੒��೥݄̎
��೔ からです、申告相談を希望される方は、
確定申告会場の設置以降に、各税務署の会場へ
お越しください（ただし、作成済みの申告書等は
提出できます。）。
　 　また、期間中は駐車場が大変混雑をしますの
で、極力、公共交通機関をご利用ください。
⑵　「確定申告書等作成コーナー」で申告書作成
　 　申告書などを作成するときは、国税庁ホーム
ページの「確定申告書等作成コーナー」の画面の
案内に従って金額等を入力すれば、税額などが
自動計算され、所得税及び復興特別所得税の申

　平成30年１月１日から平成30年12月31日の間の
不動産の取引状況について、「不動産の取引明細書
（１売買・交換取引の媒介、２賃貸借取引の媒介等）」
の提出をฏ੒��೥݄̍��೔ までにお願いします。
　なお、取引明細書の用紙は、県内各税務署より
12月下旬に送付する予定にしております。

２　相続税の申告について

　亡くなった人から各相続人等が相続や遺贈など
により取得した財産の価額の合計額が基礎控除額
（3,000万円＋600万円×法定相続人数）を超える場
合、相続の開始があったことを知った日の翌日か
ら10か月以内に相続税の申告が必要となります（納
税が必要となった場合の納税の期限も同日です。）。
　国税庁ホームページでは、相続税の仕組みを分
かりやすく解説した「相続税のあらまし」、相続税
の申告が必要かどうか、おおよその判定を行うこ
とができる「相続税の申告要否判定コーナー」など
を公開しています。
　また、平成31年10月から新たに、e-Taxにより、
自宅等からインターネットを利用して、相続税の
申告書を提出することが可能となる予定ですので、
ぜひご利用ください。
　　　【http：//www.nta.go.jp】  
【http://www.nta.go.jp】

　e-Taxでは、自宅やオフィス等からインターネッ
トを利用して、申告、申請・届出等ができます。
　また、インターネットを利用してダイレクト納
付やインターネットバンキングによる納付ができ
ます（ダイレクト納付とは、事前に税務署に届出を
しておけば、電子申告等をした後に、簡単な操作
で届出をした預貯金口座からの振替により、即時
又は指定した期日に納付することができる便利な
電子納税の納付手段です。利用可能金融機関は国
税庁ホームページをご覧ください。）。
⑴　e-Taxのメリット
　・ 所得税の確定申告において、その記載内容を
入力して送信することにより、源泉徴収票や

１　不動産の取引明細書の提出について

国税庁ホームページアドレス

３���e-Tax（国税電子申告・納税システム）
の利用について

税務署からのお知らせ
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行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平・
公正な社会を実現するための重要な社会基盤と
なる制度です。

⑵　個人番号について
　 　所得税の確定申告書については、税務署へ提
出する都度、マイナンバーの記載が必要である
とともに、本人確認書類の提示又は写しの添付
が必要です（e-Taxで送信すれば、本人確認書
類の提示又は写しの提出が不要です。）。

　【本人確認書類の例】
　　　例１　マイナンバーカード
　　　例２　通知カード＋運転免許証、公的医療
　　　　　　保険者証　など
⑶　法人番号について
　 　法人番号は個人番号とは異なり、原則として
公表され、どなたでも自由にご利用いただくこ
とができます。

　 　法人税申告書については、税務署へ提出する
都度、法人番号の記載が必要です（本人確認書
類の提示又は写しの添付は不要です。）。

⑷　特定個人情報の保護措置の必要性
　 　番号法では、個人番号の漏えいや悪用などの
リスクから特定個人情報（個人番号をその内容
に含む個人情報）を守るため、個人番号の利用
範囲や提供を制限するなど、特定個人情報の取
扱いについて厳しい保護措置を定めています。

⑸　個人番号・法人番号の利用に関するFAQ
　 　国税庁ホームページでは、申告書等の税務関
係書類に個人番号・法人番号を記載しなければ
ならない対象者、申告書等の税務関係書類への
個人番号・法人番号の記載時期、法定調書提出
義務者等（個人番号関係事務実施者）における本
人確認方法など、国税分野における個人番号・
法人番号の利用に関するFAQを掲載していま
すので、ご利用ください。

告書、個人事業者の方の消費税及び地方消費税
の申告書、青色申告決算書、収支内訳書、贈与
税の申告書などが作成できます。作成したデー
タは、e-Tax（電子申告）を利用して提出すること
ができるほか、印刷した「書面」により郵送で提
出することもできます。

５　振替納税について

　申告所得税及び復興特別所得税、個人事業者の
消費税及び地方消費税の納税は、「安全・確実・便
利」な振替納税をお勧めしております。
　振替納税は、「納付書送付依頼書兼預貯金口座振
替依頼書」を提出していただくだけで、ご指定の
預貯金口座から振替納付日に自動的に納税が行わ
れます。金融機関や税務署に出向く必要もなく預
貯金残高を確認しておくだけで納付手続を済ます
ことができます。
　なお「納付書送付依頼書兼預貯金口座振替依頼
書」用紙は、税務署及び金融機関に備え付けてい
るほか、国税庁ホームページからダウンロードで
きます。
○平成30年分振替納付日
　・申告所得税及び復興特別所得税
　　　　平成31年４月22日㈪
　・消費税及び地方消費税（個人事業者）
　　　　平成31年４月24日㈬

６　公売について

　国税局や税務署では、差し押さえた不動産など
の財産を入札によって売却する「公売」を行ってい
ます。
　公売は、原則どなたでも参加することができま
す。
　公売財産に関する情報は、国税局、税務署の掲
示板に掲示される公売公告や国税庁ホームページ
「公売情報」をご覧ください。
公売情報ホームページアドレス

【https://www.koubai.nta.go.jp】

７���社会保障・税番号制度について
　��（マイナンバー制度）

⑴　制度の概要
　 　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の
導入により、税分野では、申告書や法定調書な
ど、税務署に提出する税務関係書類について、
提出の都度、マイナンバーや法人番号を記載す
ることとなっております。マイナンバー制度は、

マイナンバー
キャラクター
「マイナちゃん」
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消費税の税率が平成31年10月１日より10%に引上げられます。

住宅の売買や新築などで消費税が課税されるのは、住宅の引渡し時点です。したがって、契約締結は平
成31年９月30日以前であっても、平成31年10月１日以降に引渡しを受ける場合、消費税率は新税率の10％
が適用されます。
ただし、経過措置として、以下の場合は旧税率が適用されます。
・ 注文住宅などで、工事請負契約を下の表の指定日前に締結した場合、引渡しが税率改正後であっても
旧税率が適用されます。

・ 新築分譲住宅などは売買契約なので、原則として引渡し時点の税率が適用されます。しかし、建物の
譲渡に関わる契約の場合で、その建物の内外装や設備などについて譲渡を受ける人の注文に応じて作
られる契約を下の表の指定日前に締結した場合は、引渡しが税率改正後であっても旧税率が適用され
ます。

○消費税額は原則として引渡し時点の税率により決定。
○税率引上げの半年前までに契約された住宅は引上げ前の税率。
○請負契約だけでなくマンション等の売買契約も概ね対象。

ポイント

��ˋ΁ͷҾ্͛࣌ͷܦաાஔ

�ϲ݄લʢࢦఆ೔ʣ

໿ܖ Ҿ౉͠ 消費税率：8％

消費税率：8％

消費税率：10％

消費税率：10％

（平成31年 4月１日）
੫཰Ҿ্͛

（平成31年 10月１日）

消費税の税率が平成31年10月１日より
10%に引上げられます
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○すまい給付金は増税後、現行の最大30万円から最大50万円にアップ。
○住宅ローン減税も引き続き実施。
○贈与税非課税枠は最大3,000万円に拡大。

・申 請 期 間：申請は引渡しから1年3ヶ月以内が期限です。
・購 入 方 法：住宅ローン利用者の他、50歳以上で現金購入された方も対象となります。

（新築を現金購入した場合、追加の住宅要件があります）
・対 象 物 件：中古住宅（個人間売買除く）も対象です。
・ローン減税：住宅ローン減税と併用できます。（すまい給付金とは別の手続きが必要です）
・受 取 金 額：

すまい給付金

消費税引上げに伴う住宅対策

ফඅ੫཰Ҿ্͛に܎Δॅ୐ରࡦについて

����ʢ)��ʣ

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10

ফඅ੫཰Ҿ্͛

※質の高い住宅は、以下のいずれかの住宅
　①耐震性の高い住宅
　②省エネ性の高い住宅
　③バリアフリー性の高い住宅
※質の高い住宅以外の一般住宅については、
　上記非課税枠から500万円を差し引いた額。

※2019年4月1日から9月30日までに契約した場合、引渡しが2019年10月1日以後であれば拡充措置が適用

2019.4.1
（H31）

2020.4.1
（H32）

2021.4.1
（H33）

2021.12.31
（H33）

ॅ୐ϩーンݮ੫
ʢ)��੫੍վਖ਼ɿ)����ʙʣ

౓ݶআର৅आೖ߇ ɿֹ௕ظ༏ྑॅ୐ɾ௿୸ૉॅ୐�
���ສԁɺҰൠॅ୐�
���ສԁ
˞֦ॆલɿ௕ظ༏ྑॅ୐ɾ௿୸ૉॅ୐�
���ສԁɺҰൠॅ୐�
���ສԁ

෇څ ɿֹ࠷େ��ສԁ
ʢऩೖֹͷ໨҆���ສԁҎԼʣ

1,200万円
�೥�ϲ݄ؒ

1,200万円
�೥ؒ

3,000万円
1,500万円
1,000万円
�೥ؒ

1,200万円
800万円
�ϲ݄ؒ

ʲຌྫʳ
��ˋ͕ద༻͞ΕΔऀ

Ҏ֎ͷऀه্

෇څ ɿֹ最大50万円ʢऩೖֹͷ໨҆775万円ҎԼʣ·Ͱ拡充

ඇ՝੫࿮ɿ質の高い住宅は最大3,000万円ʢҰൠͷॅ୐͸�
���ສԁʣ·Ͱ拡充ඇ՝੫࿮ɿ࣭ ͷߴいॅ୐͸�
���ສԁ
ʢҰൠͷॅ୐͸���ສԁʣʢԼਤߟࢀʣ

ʢ�݄�೔ʣ
ఆ೔ࢦաાஔܦ
ʢࢦఆ೔ͷલ೔͕
�ˋద༻ݶظʣ

ʢ��݄�೔ʣ
੫཰Ҿ্͛
ʢ��ˋʣ

ଃ༩੫ඇ՝੫ાஔ
ʢ)��੫੍վਖ਼ɿ)����ʙʣ

贈与税非課税措置の
非課税枠

（質の高い住宅※）

͢·いڅ෇ۚ
ʢ)�����ֳܾٞఆɿ)����ʙʣ

����ʢ)��ʣ ����ʢ)��ʣ ����ʢ)��ʣ

ʢԼਤߟࢀʣ

ফඅ੫཰
࣌ˋ�

ऩೖֹͷ໨҆ ���ສԁҎԼ

※収入額の目安は、扶養対象となる家族
が1人（専業主婦、16歳以上の子ども
など）の場合をモデルに試算した結果
です。

ֹૅج෇څ 30万円
���ສԁ௒���ສԁҎԼ

20万円
���ສԁ௒���ສԁҎԼ

10万円

˞

ফඅ੫཰
࣌ˋ��

ऩೖֹͷ໨҆ ���ສԁҎԼ

ֹૅج෇څ 50万円
���ສԁ௒���ສԁҎԼ

40万円
���ສԁ௒���ສԁҎԼ

30万円
���ສԁ௒���ສԁҎԼ

20万円
���ສԁ௒���ສԁҎԼ

10万円

˞
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最近特に感じることがございます。不動産を購入する方々、住宅を新築又は購入される方々、

一生住み続ける家・マンション。確かに命の次に大切な財産ですが、すっかり消耗品という考

え方になったようです。自分の生きている間だけ住めればいいと。子供たちは好きなように建

てればいいと。立派な日本瓦の家の横に子供達・孫達はデザイナーズ住宅が少しアンバランス

に建っている。しかし、機能性を最重視して…。

まさに時代をリードしているのは、携帯電話と車、そして住宅であるかのようです。外出先

からもスマートフォンで風呂のお湯張り、照明のオンオフ、施錠は当たり前、車のカーナビも

スマートフォンに劣らない機能がついて、グーグルと同じストリートビューのリアルな画像で

道路を走り、目的地までたどり着きます。機能が充実した分、慣れないと操作だけでも一苦労

です。世の中どこまで進歩し、突き進むのでしょうか？

AIがプライバシーまで入ってきて、いろいろなデータを集約し、ロボットだったり、ドロー

ンだったりと学習済のモデルを活用し、AIが簡単に判断する。これからどのような世界になっ

ていくのでしょうか？世の中のニュースなど瞬時に拡散し正しい情報なのか？はたまたフェイ

ク（誤ったニュースの方が何十倍も速く広く）なのか？判断さえしかねます。来年の５月には

5G（第５世代移動通信システム）対応の携帯電話が発表されるようです。ますます情報は超高

速化の時代へと突入していきます。恐らくスマートシティと呼ばれる世界もすぐそこまで来て

いるのでしょう。

どこかの国の大臣のように○○○さえ知らない大臣登場と世界中から揶揄されても、「部下で

ある官僚たちがやりますから」では、もう通用しない時代ではないでしょうか。どんな時代になっ

ても最後の決断、責任は人間であるトップが取ることには違

いはないのです。

とは言え、最先端AIを活用しないと生き残れない世の中に

なってきていると感じるのは私だけなのでしょうか…。

つれづれなるままに　②
総務・財務委員長　吉田孝一
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෺औҾ業協会ݐ୐஍ݝਓɹɹެӹࣾஂ๏ਓ߳઒ߦൃ
ɹɹɹɹɹ会ɹɹɹɹɹ௕ɹ大 谷 雅 昭

ฤूਓɹɹ૯務ɾࡒ務ҕ員会ɹɹɹ
ɹɹɹɹɹҕ 員 ௕ɹ吉 田 孝 一
ɹɹɹɹɹ෭ɹҕɹ員ɹ௕ɹ古 家 敬 三

（会ؗ࢈ෆಈݝ઒߳）�দ෱ொ�ô��ôࢢদߴ
5&-����ô���ô����ɹFAX����ô���ô����
ϗーϜϖーδΞυϨε
IUUQɿ��XXX�UBLLFO�LBHBXB�KQ
ϝーϧΞυϨεɹJOGP!UBLLFO�LBHBXB�DPN

��݄
５（金）業務運営正副委員長会
９（火）不動産相談業務にかかる相談案件等に

関する研修会並びに意見交換会
18（木）中間監査会

入会審査委員会・執行役員会
21（日）宅地建物取引士資格試験

��݄
10（土）香川県空き家対策セミナー相談会
11（日）香川県移住フェアin大阪2018
12（月）宅地建物取引士法定講習
15（木）入会審査委員会・執行役員会

理事会
22（木）相談・苦情処理委員会
28（水）新規開業予定者支援セミナー

（平成30年11月30日現在）

会員数 正　会　員
法　人 個　人 合　計

準会員
（支店等）地区数

高 松 西
高 松 北
高松光洋
高松東部
高松栗林
高 松 南
高 南
大 川
坂 出
丸 亀
仲 多 度
三 豊
合 計

67
63
51
80
37
71
57
22
43
74
31
74
670

1４
19
12
21
11
28
27
25
22
38
21
46
284

81
82
63
101
48
99
84
47
65
112
52
120
954

8
6
4
4
2
19
1
1
3
10
0
3
61

　当協会監事の森口豊氏（坂出地区）がご逝去さ
れました。
　ここに衷心より哀悼の意を表し、謹んでお悔や
み申し上げます。

お悔やみ

ʲදࣸࢴਅʳ
߸����ୈ（ܠΓ͔͚Δ෩ޠ）ɹ԰ɹɹ݈࣍

2019年　明けましておめでとう御座います。

「元朝や　踏み出す一歩　明日拓く」

　よく聞きなれた「明治は遠くなりにけり」が、
昭和にとって替わろうとしている。
　さて今年の５月から平成からどんな年号に成
るのだろうか。
　もうすっかり西暦に慣れてきた昨今である。
　昨年は猛暑に台風、地震にと悩まされたが、
今年は災害の少ない平穏な年でありたい。
　桜はもう冬芽をつけて春の備えをしている。

　　　　　　　　　　　　　　　　綾歌にて

　会長の大谷雅昭でござい
ます。
　当協会では、協会のイメ
ージアップをはかり、入会
促進につなげるため、数々
の施策を始めました。
　11月末には高松中央イン

ター北1kmほどの県道沿いに入会促進の看板を設
置。また、イメージキャラクターを採用し会員
の皆様方にもネーミングを募集致しているとこ
ろです。
　今後も、新たな事業に取り組んで参りますの
で、皆様のご意見をお待ちしております。

会 長 の コ ラ ム

協 会 の 動 き　)��೥��݄�೔ʙ)��೥��݄��೔




